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監理技術者制度の運用等について

標記については、別添のとおり平成１６年３月１日付で「監理技術者制度運用
マニュアルについて」が国土交通省総合政策局建設業課長から発出されていると

ころであるが、同マニュアル（以下単に「マニュアル」という ）を踏まえ、公。
共工事の発注に当たっての監理技術者制度の運用等については、特に下記事項に

留意されたく通知する。

記

１ 監理技術者等の途中交代について（マニュアル二－二(4)）
監理技術者及び主任技術者（以下「監理技術者等」という ）の工期途中で。

の交代が認められる場合には、監理技術者等の死亡、傷病、退職等の場合のほ
か、次に掲げる場合があること。なお、次に掲げるいずれの場合にあっても、

工事の継続性、品質確保等に支障を生じさせない観点から、交代前後における
監理技術者等の技術力が同等以上に確保されるようにするほか、交代の時期は
工程上一定の区切りと認められる時点とすること、工事の規模、難易度等に応

じ一定期間重複して工事現場に設置すること等の措置が講じられるようにする
こと。
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おって、工事請負代金額が２５００万円以上の工事において工期途中での監

理技術者等の交代を認めたときは、工事実績情報サービス（ＣＯＲＩＮＳ）に
変更登録をするよう徹底すること。

① 受注者の責によらない理由により、工事中止又は工事内容の大幅な変更が
発生し、工期を延長した場合
② 橋梁、ポンプ、ゲート等の工場製作を含む工事であって、工場から現地へ

工事の現場が移行する時点
③ ダム、トンネル等の大規模な工事で、一つの契約工期が多年に及ぶ場合

（ ）２ 監理技術者等を工事現場に専任で設置すべき期間について マニュアル三(2)
監理技術者等を工事現場に専任で設置すべき期間は、契約工期が基本である

が、次に掲げる期間については、設計図書、打合せ記録等の書面で明確にした
場合に限って、工事現場での専任は要しないこと。

、 （ 、 、① 契約締結後 現場施工に着手するまで 現場事務所の設置 資機材の搬入

仮設工事等が開始されるまで）の期間
② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生、埋蔵文化財調査等により、工
事を全面的に一時中止している期間

③ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、
工場製作のみが行われている期間

④ 工事完成後、検査が終了し、事務手続き後、後片付け等のみが残っている
期間

３ 監理技術者の雇用関係の確認等について（マニュアル二－四）
監理技術者等は、所属建設業者と「直接的かつ恒常的な雇用関係」にあるこ
とが必要とされ、このうち発注者から直接請け負う建設業者の専任の監理技術

者等に係る「恒常的な雇用関係」については、所属建設業者から入札の申込み
のあった日以前に３ヶ月以上の雇用関係にあることが必要であるとされている

こと（マニュアル二－四(3)に定める「緊急の必要その他やむを得ない事情があ
る場合」については、この限りではない 。このため、入札等に当たっての監。）
理技術者の雇用関係の確認等については、以下のとおり取り扱うこと。

（１）入札参加希望者等に対する確認手続
監理技術者については、一般競争入札に係る競争参加資格確認資料の提出

並びに公募型指名競争入札及び工事希望型指名競争入札に係る技術資料の提
出に際しては、入札参加希望者等（一般競争入札の参加希望者並びに公募型

指名競争入札及び工事希望型指名競争入札における技術資料を提出した者を
いう。以下同じ ）に対し、配置予定の監理技術者の監理技術者資格者証の。
写しを添付するよう求めること。この場合において、当該写しに記載されて

いる所属建設業者の商号又は名称と入札参加希望者の商号又は名称が異なる
とき等上記「直接的かつ恒常的な雇用関係」に疑義があると認められる場合
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には、当該入札参加希望者等に対し、健康保険被保険者証の写し等上記「直

接的かつ恒常的な雇用関係」を明示することができる資料を求めること。

（２）入札参加の取扱い
、 、上記措置の結果 当該入札参加希望者等と配置予定の監理技術者との間に

上記「直接的かつ恒常的な雇用関係」が確認できない場合は、当該入札参加

希望者等を入札に参加させないこと。
なお、建設業法及びマニュアルの解釈上不明な点があれば、建政部計画・
建設産業課(建設産業課)に照会すること。

（３）入札参加希望者等に対する周知措置

一般競争入札にあっては入札説明書、公募型指名競争入札にあっては技術
資料作成要領、工事希望型指名競争入札にあっては送付資料の監理技術者関
係部分において「配置予定の監理技術者にあっては直接的かつ恒常的な雇用

関係が必要であるので、その旨を明示することができる資料を求めることが
あり、その明示がなされない場合は入札に参加できないことがある」旨を記
載すること。

（４）その他

（１）に定める措置を講じた場合に限らず、契約締結後において、契約書
の規定に従い監理技術者等の通知があった場合において、監理技術者証に記
載されている所属建設業者の商号又は名称と入札予定者の商号又は名称が異

なるなど上記の「直接的かつ恒常的な雇用関係」に疑義があると認められる
ときは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１１条に規
定する通知の必要があるので 「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に、

関する法律第１１条に関する手続について （平成１３年７月３０日国地契」
第２６号、国官技第１２６号、国営計第７６号）に基づき適切に処理するこ

と。


